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【様式】 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

日本学術会議の法人化に伴う税制上の所要の措置 

  

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

法人住民税、法人事業税：義（自動連動）（地方税１） 

 

② 上記以外の

税目 

法人税：外、所得税：外、個人住民税：外、市町村民税：外、事業所税：

外、相続税：外 

 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

― 

《要望の内容》 

日本学術会議法（令和七年法律第 70 号）の成立により、令和８年 10

月１日に法人化される日本学術会議（以下「学術会議」という。）におけ

る安定的な財政基盤の確保に資するよう、必要な寄附税制上の所要

の措置を講じるもの（恒久措置）。 

 法人化後の学術会議においては、財源の確保の手段の一つとして、

学術の振興を目的とした寄附を広く募ることを想定しており、法人から

の学術会議への寄附にインセンティブを付与したく、法人が行った寄附

への特例措置を要望する。 

《関係条項》 

― 

5 担当部局 内閣府日本学術会議事務局 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：令和７年７月 

分析対象期間：― 

7 創設年度及び改正経緯 ― 

 

8 適用又は延長期間 恒久措置 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

 学術会議が、寄附金収入を増大させることで、財政基盤を多様化さ

せることができ、学術会議の財政面での独立性・自律性を高め、予算

増額のための現実的な可能性や選択肢を拡大するとともに、活動の活

性化やクオリティを向上させることで、学術会議の機能強化を図り、学

術の知見を活用して社会の課題の解決に寄与する。 

《政策目的の根拠》 

・経済財政運営と改革の基本方針 2025（令和７年６月 13 日閣議決

定） 

・日本学術会議の在り方に関する有識者懇談会最終報告書（令和６年

12 月 20 日 日本学術会議の在り方に関する有識者懇談会決定） 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

【政策】 

日本学術会議 

【施策】 

日本学術会議に関する施策の推進 
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③ 租税特別措

置等により

達成しようと

する目標 

 学術会議の財政面での独立性・自律性を高めるには、寄附等による

自己収入の増加が必要であり、評価対象となる法人設立以後３～５年

で法人等からの寄付実績を作り、国費に全面的に依存せずとも活動で

きるようになることを目指す。 

  

④ 政策目的に

対する租税

特別措置等

の達成目標

実現による

寄与 

租税特別措置等により、学術会議へ寄附を行う法人に対しインセンテ

ィブを付与することにより財源を増大させることで、活動を活性化させる

ことができ、学術会議の機能強化を図り、学術の知見を活用した社会

課題の解決に寄与する。 

10 有効性

等 

①  適用数 明確な適用数を明記することは困難だが、法人設立以後に寄付実績

を作り、国費に全面的に依存せずとも活動できるよう努める。 

  
【算定根拠】 

― 

 

②  適用額 適用数の算出が困難なので、明確な適用額を明記することも困難だ

が、評価対象となる法人設立以後３～５年で寄付実績を作り、国費に

全面的に依存せずとも活動できるよう努める。 

 

 

 

【算定根拠】 

― 

 

③  減収額 適用数・適用額の算出が困難なため、明確な減収額を明記することも

困難である。 

 

 

【算定根拠】 

― 

 

④  効果 《政策目的（9①）の達成状況及び租税特別措置等により達成しようと

する目標（9③）の実現状況》 

― 

 

【使用したデータ（文献等の概要又は所在に関する情報を含む）】 

― 

  
《租税特別措置等により達成しようとする目標（9③）に対する租税特別

措置等の直接的効果》 

 本措置により、法人等が寄附を行う際のインセンティブを付与するこ

とができ、学術会議の寄附実績の増加が見込め、学術会議の財政面

での独立性・自律性を高め、予算増額のための現実的な可能性や選

択肢を拡大につながると考えられる。 

 他方、本措置が講じられなかった場合は、学術会議への寄附の機運
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が促進されないことにより、寄附実績が見込めず、学術会議の財政面

での自律性が高まらず、学術会議の機能強化がなされなくなるおそれ

がある。 

 

【使用したデータ（文献等の概要又は所在に関する情報を含む）】 

― 

 

《適用数（10①）が僅少等である場合の原因・有効性の説明》 

― 

 

 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

― 

 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

学術会議への寄附を行う企業に対するインセンティブ（寄附の促進、寄

附文化の発展等）として、税制上の優遇措置が有効である。また、寄附

金収入を増大させるための手段としては、補助金等の他の政策手段は

想定しがたく、本租税特別措置によることが妥当である。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

 学術会議において寄附金収入は企業のニーズを踏まえ、学術会議

の機能強化に向けて学術会議が自主的に使用することとなる。一方、

補助金は、国費の投入により学術会議が作成した年度計画に基づき

特定の使途に対して措置されるものである。 

 寄附税制により、法人からの寄附金については、現在損金算入に限

度がある法人税・法人住民税・事業税において、全額損金算入とする

ことで、法人からの寄附の増大を図る。 

寄附金による財源を確保することにより、学術会議の機能強化が見込

め、学術の知見を活用した社会課題の解決に寄与する。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

学術会議では地方における学術の向上発達に向けた取組も行うこと

を想定しているところ、当該租税特別措置等により、学術会議の財源

が増大した際に、地方における学術の向上発達に資することになる。 

12 有識者の見解 ― 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

― 

 

 


